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1． は じ め に

　港湾構造物の 設計 は，「港湾構造物設計基準 （昭 和42

年）」 等 を 経 て 昭 和54年 か ら 「港湾の 施設 の 技術上 の 基

準」 に 従 っ て 行 われ て きた。こ の基準 は その 後，平 成 元

年，平 成 6 年，平成 11年 お よび 平 成 19年 1）の 4 度の 改訂

が 行わ れ て きた 。 こ の うち，最新の 平成 19年 版 は性 能

設計体系の 本格導入，地 震動 の 扱 い の 大幅な 改訂，破壊

確率 や変形量 を指標 と し た新 た な設計手法の 導入 とい う

点 で ，こ れ まで の 改訂 と は 様 相 を異 にす る大 改 訂 で あ る。

　今回の改訂 の背景に，技術基準類 を取 り巻 く状況の 変

化 と して 以 下 の 2 点 が あ っ た 。 ま ず 第
一

に ， 政府調達

協定 や TBT 協定 な どを 背景 に ，
　 ISO規格 な どの 国際規

格 と国内規格 の 整合性
・
調和性 が強 く求め られ る た め ，

国際標準設計 に 対応 した設計法の 整備が 早急に 必要 とな

っ た こ と，第二 に は，国 内に おい て も，土 木
・
建築 に か

か る設 計 の 基 本 2），包 括 設 計 コ
ー

ド3〕，性 能 設 計 概 念 に

基づ い た 基礎構造物等に 関 す る設 計 原則 4）な ど，個別 の

基 準類 に対 す る上 位規格 に対応 す る指針類 が 策定 さ れ た

こ とで あ る。 港湾構造物 につ い て も ， こ うした 国内外 の

性能設計体系 と整合 した 設計体系が 新基準に おい て 採用

され る こ とな っ た。

基準 （拘束力あ り）

弓

2． 新港湾基準にお ける性能設計体系

　港湾構造 物の 性 能設 計 の 基 本 的枠組 み と して は，図
一

1に 示 す よ うに，基 準 と して 要 求性 能
・性 能規 定 等が 規

定され，性能照査手法の 具体的仕様 に つ い て は基 準の 対

象外 となる。すなわち，法的な 拘束力の か か る規定 は ，

性能規定 ま で であ り，具体的な性能照査手法や許容され

る破壊確 率，変 形 量 等 の 限 界 値 は設 計者 の 判 断 に 委ね ら

れ る こ とに な る 。 た だ し，基 準 が設 計 者 に正 し く理 解 さ

れ るために は，性能照査方法の 標準的な 考え方 や 最低 限

度 の 限界値を例示す る 必要が あ り， 法的な拘束 力 を有さ

な い 解説 や付属書 とい っ た 形式で こ れ らが示 さ れ て い る 。

　要 求性 能 は，目的 を達成す る た め に 構造物 が保有 しな

け れ ば な らな い 性 能 で あ り，説明責任の 観点か ら規定 さ

れ る もの で あ る。要 求 性 能 は，作 用 に 対す る 施設 の構造

的な 応答 （変形，断面 力等） に関 す る性 能 とし，さ らに，

施設 の重要度や機能 に応 じて 安全性 ， 修復性 ， 使用性 に

分類 さ れ る。これ らの 性能は，損傷 の 大小に 応 じた も の

で，損 傷の 程 度は 安全 性，修復性，使用性 の 順 に 大きい 。

そ の 他 ，施 設 の 供用 お よび利便性の 観点か ら必要 とされ

14

　　　　　　　　　　　　　　解説 （拘束 力 な し）
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1 ［考慮す べ き作用 ・許容 される限界値］　　　　　 l
l ・

変 動波浪 に 関す る変動状 態の 照査 におい て 考慮す べ き作用 は ，　1
；　 主 た る作用 を変 動波浪，従た る作用 を 自重お よ び 水圧 とす る 。　l
l ・主 た る作用 が 変動波浪 の 変動 状態 に 対 す る 堤体 の 滑動，転倒 及 l
l　 び 基 礎地盤の 支持力不足 に よる破壊 の 生 じる危 険 哇を表す 指標 l
l　 を ，R現 期間 50 年の 波浪 の 作用 に対す る力 の 釣 り合い に基 づ く　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4

1　 シ ス テ ム 破壊確 率 とし，そ の 標準的 な限 界値 を 乃
＝8，7XIO．コ と　；

i 謁 ・　　　　　　　　　　　　 1　　　　　　　　ヘロ＿‘ロ＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＿　　　−−　　　Lコ　　　　　　　　

　　　　　　　　　　．運＿附驫 ．鯲 拡 LL
　［計算式 ・係数 の例 示 ］

　
・
滑動 に 対す る安 定の 検討 には ，次式 を用 い る こ とがで きる。

　　　　涙恥
一
編 調 ・ rpf・P ”k

　
・
標準値 な シ ス テ ム破壊 確率 の 限界値 に対す る部分係数 の 値は ，

　 技術 基準の 付属書 の 表の 数値 を参照す る こ とが で き る。

図
一1　 新基準に お け る 性能設計体系 （防波堤 の例 ）

る構造的な諸元等 に 関する性能も規定 され て い る。

　性能規定は，要求性能が満た され るた め に必 要 な 照査

に 関 す る規 定 で あ り，公 共 の 福 祉 の 観 点 か ら最 低 限 度 満

足 す べ き規定 と して 定 め られ る。照 査 に あ た り考慮す べ

き作用 の 組 合 せ に対 応 す る設計状態は ， 永続状態，変動

状態 （お お む ね年超過確率0．01程度以上 の 作用が 主 た る

f乍用 の 状 態）お よび偶発状態 （お お む ね年超過確率0．01

程 度以下 の 作用 が主 た る作用の 状態） とす る。求められ

る性 能 と して は，基本的 に 永続状態 と変動状態に対 して

は 使用性，偶発状態 に 対 して は，施 設の 機能や 重要 度 に

応 じて，安全性 ，修復性 ，使 用 性 の い ず れ か
一

つ の 性 能

が 要 求 さ れ る （図
一 25）参 照）。 た だ し，施 設 の 機能 と

重 要度 に よ っ て は偶発作 用 に対す る性能が 求め られ な い

こ と もあ り うる 。 な お，安全 性 や 使用性は あ くま で 損傷

程度に対応 す る もの で ，照査 に 用い る限界状態 と対応す
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図
一2　 性能の 概要

騾

る もの で は な い
。 例 え ば使用性 に 関す る 照 査で 終局限 界

状態の 照査を行うこ とはある。た だ しそ の場 合，終局限

界状態が生じる可 能性 （破壊確 率 の 限 界値）が十 分 に 低

く設定 され て い る とい う こ とで あ る。

3．　性 能 照 査

　新基 準に お い て 許容 さ れ る性能照 査 手法 として は ， 信

頼性設計法，構造物の残 留変形 量 な どの 作用応答 を適切

に評価 し うる数値解析手法 ， 模型実験等の 手法 が考 え ら

れ る 。 設 計状態 ご との 性能照査の 標準的な手法 に つ い て

は 次 の とお りで ある。永続状態また は変動波浪等 を 主 た

る 作用 と す る 変動状態 に対 す る照 査 に つ い て は，力 の 釣

合い に 基づ く信 頼性 設 計 法 を用 い る こ とが 標準 とな る。

信 頼性設 計法 で は確率 の 取扱 い に 応じて 幾 つ かの方法が

あ るが ， 設計者 の便を考慮 して，最 も平易な部分 係数法

に よ る場合の部分係数は付属書 に参考例 示 され る。 例 え

ば，通常の 防波堤で は 再 現期 間 50年程 度の 波浪 に 対 し

て 使用 性 が 求め られ る が，こ の 使用性 に 対す る照査 は ，

防 波 堤 が 滑 動 ・転 倒 ・支 持 力 不 足 に よ っ て 破壊 す る確率

が 限 界値 以下 で あ る こ とを確 認 す る こ とに よ り行 わ れ る。

実際に は，力の 釣合 い に 基 づ くシ ス テ ム 破壊確率を 1％

程 度以下 の 低 い 値 に 設定 し ， こ れ に 対応す る部分係数等

を 用い て 性能照査する こ とで使用性の 確保が図 られ る。

　 レ ベ ル 1地震動を主た る作用 とす る変 動 状 態 に つ い

て は，変動波浪 の 場合 と同様 に，使 用 性 の 確保 が 求め ら

れ る。限 界値 と して は，岸壁 の 変形 量 や 構造部材 の 降伏

に関 す る破 壊 確 率 な どが規 定 され る。

　 ま た，偶発状態 に お け る照査 に つ い て は，施設 の変形

量 や 損傷程度 な どを適切 に 評価 し得 る手法を用 い る こ と

が 標準 とな る 。 具体的 に は，レ ベ ル 2 地 震動 に 関す る

偶発状態 に 対 して は，地盤 と構造物 の動的相互 作用 を考

慮 した非線形 の地震応答解析を実施 し，施設 の 変形 量 や

部材 の応力等 が限界値以 下 とな る こ とを確 認 す る 。 な お，

こ の限界値 は，施 設 の 機 能 お よび 求 め られ る性 能 （安全

性 ，修復性 ，使用 性）毎 に異 な る こ とに なる。

　 こ れ らの 方 法 は標準的な もの で あ り，例 え ば 構造物の

ラ イ フ サ イ ク ル コ ス トや，設計供用期間中の 総変形量を

考慮し，こ れ らの 指標 を確率的 に 制御す る方法等に つ い

て も，性 能照査の 合理 性 の観点 か ら推奨され るべ き もの

で あ り，排除 され る もの で は な い 。た だ しそ の場 合 に は
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求められ る性能を設計者が適切 に設 定 して照査 す る こ と

に な る。

4． 地震動および耐震性能照査

　 4．1 地震動

　従来の 港湾 基準に お い て は，レ ベ ル 1 地 震動 に対 す

る性能照 査 にお い て 用い る設計震度 は ， 地域別震度
・
地

盤 種別係数
・
重要度係数の 積 に よ り非常 に 簡単 に設定 さ

れ て い た。ま た，時刻歴波形を用 い た耐震性能照 査等 を

行 う際 に も，八 戸 波 ・神戸 波 な ど，構 造 物 建 設 サ イ 1一と

は必 ず しも
一

致 しな い 地 点 で観 測 さ れ た地 震 波 形 を用 い

て い た 。

　 土 木学会地 震工 学委員会耐震基準小委員会が策定 した

土 木構造物 の耐震設計ガイドラ イ ン （案）6）に お い て は，

地震動強度は，震源特性，伝播経路特性 ，対象 地 点周 辺

の 地盤特性 に依存す る と と もに，構造物の 地 震応答は 入

力 地 震 動 の 振幅 の 大 小だ け で は な く周期成分 に も依存す

る た め，設 計入 力 地 震動は こ れ ら諸特性 を適切 に 反 映 し

た もの で あ る こ とが望ま しい と して い る。

　 こ のた め，新基準 にお い て は，汎 用 的 な設 計地 震動の

表現方法 と して レ ベ ル 1，レベ ル 2 の い ず れ に つ い て も

震源特性，伝播経 路特性，サ イ ト ご と の 増幅特性を 考慮

し た 時 刻 歴 波 形 とす る こ と と し た 。こ の うち レ ベ ル 1

地 震動 に つ い て は，い ず れ の 周波数成分 に おい て も再 現

期間が 75年 と な る よ うな
一

様 ハ ザ ードス ペ ク トル を も

と とした 波形 とす る こ とを標準 と した 。 具体的 に は，統

計 的 グ リーソ 関数法を 採用 し ， サイ ト増幅特性 に つ い て

は ，強震観測記録を もとに した ス ペ ク トル イン バ
ー

ジ ョ

ン を 用 い て い るη 。こ こ で，サ イ ト増 幅特 性 は 強震 観測

が 実施 され て い る地 点 の 特 性 で あ る が，港 湾 にお い て 強

震観測 は 必 ず し も十 分 に は行 わ れ て い ない
。

こ の た め 港

湾 に お い て 強震観 測 が 実施 さ れ て い な い 場合は ， 防災科

学技術研 究 所 が 実 施 し，公開 して い る K −NET や KiK−

net 等 の 内陸 近 傍 の 強震観測 地 点の サ イ ト増幅特性を求

め ざ る を得な い 。しか しな が ら，内陸の サ イ ト増幅特性

は 臨海部の サ イ ト増幅特性 と比 較す る と大 きな 違 い が あ

り，内陸の特 性 を港湾 に そ の ま ま適用 す る と危 険 側の 評

価 とな る場 含 が 多 い 。こ の 問 題 点 を踏 ま えて ， 新規に 港

湾構造物を 建設 す る場 合 に，強震観測や 常時微動観測 を

行 っ て 正確 な地 震動 を評価す る試み を継続 して 行っ て い

る と こ ろで あ る 。 全国の 港湾 の レ ベ ル 1地震動 は，国

土 技術 政策総合研究所 のホー
ム ペ ー

ジ よりダウ ン ロ ード

可 能 で あ る （http：〃www ．ysk．nilim ．go．jpfkakubufkou−

wan ／sisetu／sisetul ．html）。

　4．2　耐震性 能照 査 法

　入 力地 震動の 考え 方の 変更に 従 っ て，耐震性能照査法

の 検討 が 行 わ れ た 。 た だ し，レ ベ ル 2 地 震動 に 対 す る

耐 震性 能 照 査 に つ い て は，既 に非線形有効 応 力 解析が 標

準的な 方法 と して 実務 に お い て も広 く用 い られ て い る状

況 で あ っ た た め ，新基 準 に おい て 主 に 変更さ れ た の は レ

ベ ル 1地 震動に 対 す る性 能 照 査 で あ る。

　標準的な 性能照 査 フ ロ ー
に つ い て ，図

一3 に レベ ル 1

ヱ5
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工 学 的 基 盤 に お け る加 速 度 時刻 歴

1次 元 地震 応 答 計算

対策 の 検討
液 状 化 す る

液状 化 判 定

液 状化 しな い
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1β 地 点 に お け る加 速度時 刻歴 地表 面 に お ける 加 速度 時刻 歴

応答 ス ペ ク トル 計 算

フ ィ ル ター処理 を した 加速 度 時刻 歴 か ら求 め た

　　　　　　力嗹 度 最 大値 叫
　　　（フ ィ ル ター

は構 造 形 式 で 異 な る ）

桟 橋の 固有周期 に 対 応 し た

　　 応答加 速度 α
　 　 　 　 　 　 　 　 　 厂

継 続 時間 の 影響を 考慮 した 加 速度最大値 α、
　　　 （補 正 方 法 は 構造 形 式 で 異 な る）

た广 αノ9 　　　 鰍 ズ（α 、，
Dα）

げO は 構 造形 式 ご と に 異 な る）
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　 　　 杭 の 応 力 ；

　 応力 度 ≦降伏 応力 度

　　 杭 の 軸方 向 力 ：

軸 方 向力 ≦ 地盤 の 抵抗 力

滑動 ，転倒，地 盤 の 支持力 ：

　 　　作 用 効 果 ≦耐 力

矢板，タ イ卩 ッ ド 控 え杭：

　応 力 度≦ 降伏 応力 度
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工 学 的 基 盤 に お け る 加 速 度 時刻 歴

桟 橋

構 造 形 式 、重 要 度 及 び 解 析 手 法 の

精 度 等 を考慮 じ （、適 切な 手 法 （応

答 変位 法 、非 線 形 有効 応 力 解析 等 ）

に よ り 照 査

重力 式 ・矢 板 式

地 盤
一

構 造 物 の 動 的 相 互 作

用 を 考慮 で き る 非 線 形 有 効

　 　 応 力 有 限 要 素 解析

重 力式 矢 板 式

構 造 部 材 の 損 傷 状 態 ≦許 容 損 傷 程 度

　 　 　変形 量 ≦ 変形 量 許 容 値
変 形 量 ≦ 変 形 量 許 容 値

重 力 式

変 形 量 ≦変 形 量 許 容 値

　 断 面 力 ≦ 断 面耐 力

桟 橋 矢 板 式

図一4　 レベ ル 2地 震動 に 対 す る性 能照 査フ ロ ー

地 震動，図
一 4 に レベ ル 2 地 震動 に 対 す る も の を 示 す。

な お，レ ベ ル 1地 震動 に 対 す る フ ロ
ー

の うち最 下 段 の

項 目は必 要 に応じ実施す る こ とが 標準 で あ る。

　岸壁 は 基本的 に抗土圧構造物 と しての 性格 を有す るた

め，地 震動 に対 して は変形 が支配的 なモ
ー

ドとな る。新

基 準 に お い て は，岸壁 の残留変形量 を考慮した 形で 照 査

用 震度 を算定 す る方法 8）が 採用され た。こ の 方 法 に お い

て は，地 震動 を構 成 す る各 周波数成分 の 岸壁 の 変 形へ の

ヱ6

寄与を評価 した フ ィ ル タ
ー
処理 を行 い ， 地表面の 地 震応

答を
一

様変形ス ペ ク トル に 変換する こ とで ，周波数 に 関

係 な く
一

定の 変形量 と対応 づ け られ る 加 速度最大値を 求

め る。次 に地 震 動 の繰 返 しサ イ クル 数 の影 響 を 勘案 し た

低減率 を乗 じて 補正 加 速 度 最大 値 を算 出 し，こ れ と岸壁

の変形量許容値を 用い て 照査 用震度 の特性 値 を算 出す る。

紙幅の 関係で こ の 方法 に つ い て 詳細 を示 す こ とは 出来な

い が，一
例 として 重力式岸壁 に つ い て フ ィ ル ターを示 す

地盤 工 学会 誌，56− 5 （604）
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図
一6　 防 波堤 の シ ス テ ム 信頼性 指標

4

表一 t　 フ ィ ル ター算出条件

κ 為 る

casel ll50 0，80 0．40

case2 14．5  1，20 0．75

case3 lL50 ］．20 0，75

と図
一5の よ うに な る 。 岸壁 は高 い 周波数成分 に対 し て

は変形 しに く く，か つ 壁 高が 高 く，地 盤 が軟弱 で あ る ほ

ど変形 しや す い とい う特徴を 反映 し た 結果 とな る。表一

1の 記 号 は，H ：壁高 （m ），　 Tb ： 背後地盤 の 固有周期

（s ），
Tu ：壁 体下 地盤 の 固有 周期 （s）で あ る。

5． 信頼性設計法

　確率論を援用 して 構造物の 破壊 （損傷）す る可能性 を

定 量 的 に制 御 す る方法 が信 頼性 設計法で あ る。信頼性設

計法 の うち最 も用 い られ る頻 度 の 高 い もの が 部分係数を

用 い る 方法 （レベ ル 1 信 頼 性設 計 法 ）で あ る。

　部分係数 は ， 目標 信 頼 性 指 標，感度係数，設計 パ ラ

メー
タの 確率分布 に関す る値 （特 性 値，平 均値，標準偏

差）等 を も とに 算出され る 。 信 頼性 指 標 とは破壊 の可 能

性 を定量的 に 示す 指標で，値 が大 きい ほ ど破 壊確率 が小

さ い こ と を 示 す。信頼性指標 の 算 出に は 1次 信 頼 性 理

論 （FORM ： First−Order　Reliability　Method ）等 が 用 い

られ る 。 ま た，感度係数 は その パ ラ メータが性能関数 に

お い て 占め る影 響度 合 い を示 す指標 で ，− 1〜＋ 1 の 範

囲の 値を 持つ 。 絶対値 が大 きい ほ ど影 響度合い が 高 く，

パ ラ メー
タ 間 に 相関 が な け れ ば 二 乗 和 は 1 に な る とい

う特徴 があ る 。

　レ ベ ル 1信頼性 設計法 に よ り防波堤 の 外部安定 を 評

価 す る と，図
一6 に示 す よ う に，信 頼性設計法 で は信頼

性指標 の ば らつ き が極 めて 小 さ くな る と と もに ，そ の 平

均値 は 現行設計 と 同程 度 に な る
9）。こ の 方法 で は，平均

的に 従来 と同程 度 の建設 コ ス トで ，破壊確率の ば らつ き

を 軽減す る こ とが可能 とな る 。

）1

）

）

ワ凵
90

）4

）5

）6

）7

）8

）9

　　　　　　　参　考　文　献

国土 交通省港湾局監修，日本港湾協会 ： 港湾の 施設 の技

術上 の 基 準 ・同解説 ，2007，
国土 交通省 ：土 木

・
建築に か か る 設計の基本，2002 ．

本城 勇介 ほ か ： 「性 能 設 計 概 念 に 基 づ い た 構造 物設 計

コ
ー

ド作成 の た め の 原 則
・指 針 と用 語 （通 称 rcode

PLATFORM 　ver ．1）の 開発，　 JCOSSAR2003 ，　pp．881
〜888，2003．
地 盤工 学会 ：性 能設計 概 念 に基づ い た基礎構造物等 に関

す る設計原則，2004 ．

長尾　毅
・
川 名　太 ：港 湾構造物 の設 計法 の性能規定化

に つ い て，第60回 士 木学 会年 次学術講演 会，2005．
土木学会地震工 学委員会耐 震基準 小委 員会 ：土 木構造物

の耐 震設 計ガ イ ドラ イン （案）
一

耐 震基 準作 成 の た め の手

引 き
一，2001．

長尾 毅
・
山田 雅行

・
野津 厚 ： フ

ー
リエ 振 幅 と群遅延

時間 に 着 目 した 確 率論 的 地 震ハ ザード解析，土木学会論

文集，No．801、1−73，　pp ．141〜158，2005 ，
長 尾 　毅

・
岩 田 直 樹 ：重 力 式及 び矢板式岸壁の レ ベ ル 1

地 震動に対す る耐 震性能照 査用震度の 設定方法，構造 工

学 論 文集，Vol．53A ，　pp．339〜350，2007．
吉岡 健 ・長尾 毅 ：重力式防波堤の 外的安定に 関す る

部 分 係 数 の コ
ー

ドキ ャ リブ レ
ー

シ ョ ン，海洋開発論文 集，
第21巻，pp．779〜784，2005 ．
　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 （原稿受理 　2008．1．11）

May ，20  8 ヱ7

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　


